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（ 2）　法第217条の 2第 2項では，「外国裁判所が認めた損害賠償の範囲に弁護士
報酬を含む訴訟関連の費用と経費が含まれるか否か」及び「その範囲」を考
慮しなければならないと規定しており，これはハーグ管轄合意条約（The 




h t tps ://www. lawt imes .co .kr/Lega l─In fo/Research─Forum─View.
aspx?serial=2190 に採録），同規定の必要性については多少疑問がある。
（ 3）　大法院2016年 1月28日宣告2015 다（ダ）207747判決及び大法院2015年10月
15日宣告2015 다（ダ）1284判決等を参照。















































及ぼす可能性が少なくないため（英米の Anti─Suit Injunctionや World─Wide 
Mareva Injunction等），これに対する備えも疎かにできないからである。ま
た，2015年 1月10日から改正及び発効された Brussels I bis Regulation（10） 体制
の下では，EU加盟国裁判所で発令された裁判（保全処分を含む）は，別途の






能である（Art. 42 （2） （c））点も注目すべきである。
　 5）　他方，European Law Instituteと UNIDROITが共同で進行している
Transnational Principles to European Rules of Civil Procedureプロジェクトにお









（10）　従来の Brussels I Regulationが2012年に改正され， 現在は REGULATION 
（EU） No 1215/2012 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
COUNCIL of 12 December 2012 on jurisdiction and the recognition and 
enforcement of judgments in civil and commercial matters （recast） の正式名
称を有し（2015年 1月10日発効），通常 Brussels I recast Regulationあるい





















































































































































































































































































































（ 2 ）　大法院2010年 3 月25日宣告2009 마（マ）1600決定の意義と問題点
　 1）　上記の決定において大法院は，米国連邦破産手続により言い渡された






































方，再建計画認可決定（11 U.S. Code §1128）は終局裁判としての性格も有し
ている（39）。しかし，同決定は，それ自体として確定力を有することはできな
い。再建計画認可決定に対しては，決定の登録日から180日以内に，欺罔を理
由として取消申立てが可能であるためである（11 U.S. Code §1144 Revocation 













（39）　Alan Resnick, Henry Sommer, Collier Bankruptcy Manual vol. 3 （3rd ed. 
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보전재판의 승인 및 집행가능성을 중심으로─』の和訳である。本訳文が，韓
忠洙教授の主張されるところを誤ることなく伝えることができているとすれ
ば，訳者の喜びこれに過ぎるものはない。翻訳を快く承諾下さったうえ，和訳
に際してご指導・ご教示を惜しまれなかった韓忠洙教授に対して，この場をお
借りし，あらためて心より御礼申し上げる。
【附記】本稿は，日本学術振興会（JSPS）・韓国研究財団（NRF）二国間交流
事業2016年度共同研究「日本と韓国における民事手続法の展開に関する二国間
史的考察─現行法制定を中心に」および全国銀行学術研究振興財団2015年度助
140　　比較法学 51巻 1号
成「日本と韓国における債権回収に関する比較民事執行法研究─実務運用を中
心に─」および日本学術振興会科学研究費助成事業平成28年度研究助成若手研
究（B）JP26780053「原子力災害事例における救済執行手続としての間接強制
の弾力的活用」および日本学術振興会科学研究費助成事業平成29年度研究助成
基盤研究（C）JP17K03446「債権の実効性確保のための間接強制の弾力的活用
─独・日・韓の比較法研究」の研究助成による研究成果の一部である。
